









中 谷 功 治
高校の歴史教育をめぐる情勢が大きく変わろうとしている。文部科学省は
2022年度の新入生から改定実施される学習指導要領を提示しているが、社会
科教育では、憲法や領土問題を扱い、主権者教育に力を入れた新教科「公共」
に加え、近現代の日本史と世界史を一体として学ぶ「歴史総合」が新たな必修
科目として登場する。
「歴史総合」とは、近代化・大衆化・グローバル化というキーワードを軸に、
近現代をテーマ史的に学ぶものとされる。このような新たな動きを見すえて、
歴史系の学会において「歴史総合」をテーマとしたシンポジウムが企画される
一方、教科書会社や現場の教員との連携のもと、研究者たちは手探りで教科書
の執筆に取り組んでいると聞く。
時代の大きな分岐点となった 1989年、国際化の流れを受けて「世界史」の
必修化が決定されたのに対し、2006年に改正された教育基本法においては
「伝統と文化」の尊重や「我が国と郷土を愛する」条項が追加された。さらに
その後の急速なグローバル化の進展を受けて、ひとまずの回答が近代を中心と
した「歴史総合」教科の創設であったと推測する。ともかく、必修化から 30
年をへて、「世界史 A」や「世界史 B」は統合されて「世界史の探究」という
選択科目となる。事実上の格下げであり、少なくとも前近代の世界の歴史は、
この国で教育を受ける若者たちの視界から遠のくことになるだろう。
以上のような大きな流れの変化をどうみるべきだろうか。意見はさまざまに
あろうが、大学入試センター試験で「世界史」を選択する受験生の割合が近年
徐々に低下していることは無視しえない事実である。そのことと関連するよう
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に、歴史の教科書で覚えなければならない人物や出来事が多すぎるので、大胆
な削減が必須であるとの提言を出す研究グループもあったりする。
もう一点忘れてならない動きに、近年のこの国の教育界全体を巻き込んで進
展するアクティブ・ラーニングの重視がある。最新の学習指導要領では「アク
ティブ・ラーニング」にかわり「主体的・対話的で深い学び」との表現が採用
されているが、教育現場では 2022年の実施期日に前倒しするかたちで導入が
進みつつある。大学の授業現場でも「アクティブ・ラーニング」なる言葉を耳
にする機会が増え、もう一歩進んで「ハンズオン・ラーニング」なる学びを提
唱する大学も登場するにおよんでいる。関西学院大学においても、グローバル
化と同時に高校との連携を重視しつつ、入試部は「高大接続センター」へと組
織名を変更した。
アクティブ・ラーニングによって、知識注入型から生徒の能動的学習への転
換が進められるという。ただし、生徒・学生たちの主体的な学習については過
去に何度も注目され、そのつど知識注入型へと回帰した実態があるらしい。結
局、過去の実情や失策への反省がなされないまま、またぞろ「アクティブ・
ラーニング」と看板だけを取りかえての導入となりかねない危惧が残る。
一方で、思考力・判断力・表現力の育成重視が単なる題目だけに終わらない
よう、文部科学省は従来の大学入試センター試験に大きな変更を加えるとい
う。2021年からは共通一次試験以来 42年ぶりにマークシート方式にも大幅な
変更が加えられ、新たな大学入試共通テストが実施される。そこでは記述式の
回答を求めたり、事項暗記ではなく思考力を問うような出題を導入したりする
方針が打ち出されている。昨年 11月には試行調査（プレテスト）の問題・解
答などが公表された。
以上のような動向や問題意識を共有しつつ、今回のシンポジウムでは、楽観
的にも悲観的にも傾くことなく、まずは現状において高校の歴史教育のもって
いる可能性・潜在能力をみきわめる試みを実施することにした。これまでの高
校世界史の授業実践を確認しつつ、その上で今後の展開を多面的に考えるとい
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うことである。
共通題目は「高校世界史教育の探究」とし、報告者は濱口忠大（甲南高等学
校・中学校）、田中忍（兵庫県立芦屋高等学校）、笹川裕史（大阪教育大学附属
高等学校天王寺校舎）の現役の教員に依頼した。テーマがあいまいなのは、あ
えて明確な方向性を提示することなく、高校の世界史教育の現場を長年にわた
り担ってきた先生たちに自由に発言・報告してもらおうと考えたからである。
当初は 3名の報告者から具体的な授業実践例を提供してもらえれば、くらいの
正直軽い思いでの提案であったにもかかわらず、当日はコンビーナの予想をは
るかに超える野心的で幅の広い報告を聞くことができた。ぜひとも以下の報告
要旨をご覧いただきたい。
一点だけ感想を述べておくと、個性豊かな三者三様の報告に共通する点とし
て、授業実践における「問いかけ」の役割があるように感じた。授業における
問いかけは教員と学生とのアクティブなやり取りの出発点でもあるだけに、よ
り深い学びをそこから引き出すためには、タイミングや問いかける相手のこと
を考えつつ、理解の度合いを見計らって絶妙のタイミングで発せられる必要が
ある。また予想外の返答（生徒たちからの「問いかけ」）をも含めて、後につ
づく場面における教員の役割の重要性にも気づかされることになった。世界史
を中心とした歴史教育の可能性の地平を再確認する機会となったと確信する。
最後に大きな問題点をひとつあげておきたい。本学の西洋史学研究室出身の
卒業生で、現在高校において世界史の教鞭をとっている者はかなりの数にのぼ
る。けれども、今回の企画に対してその大半の方からは欠席の連絡をうけた。
11月の日曜日の午後という日時の設定でも、教員たちはさまざまな用件で
（主にクラブ活動関係だと推察する）忙殺されており、本シンポジウムなどに
参加し、情報交換をはかる機会がない現状に暗澹たる思いが残った。
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